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This study is the suggestions of possibility about the novel governmental support scheme 
for the orchestras and/or the audiences in Japan. 
In the Basic Act for the Promotion of Culture and the Arts (Act No.148 of 2001,Japan),it is 
provided that the government supports the people appreciating the arts, however, actually 
the government grants for the orchestras not for the people. The government has been fixing 
the allocation of grants, and only some old orchestras have been able to get grants.On the 
other hand, it is difficult that the contemporary music groups and young orchestras get 
grants.In addition; many people cannot receive the benefits of governmental support scheme 
according to their living areas or some other conditions. 
This study clarify the actual conditions of Japanese orchestras and the governmental 
support scheme for the orchestras. And, this study also clarify the effectiveness of the 
demand-side policy around the voucher policy enforced in many foreign countries. By that 
policy, we can expect the expanding of people’s opportunity for appreciation and the activation 
of creation by the orchestras. Moreover, this study suggests the compatibility with previous 
effectiveness of the supply-side system and the demand-side policy, or the hybrid 
governmental support scheme that one hand makes up for some problems by the other hand’s 
effectiveness.  
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1 Paul Sacher, ザッハーと表記されることもある。 
2 2017 年 6 月 23 日に、「文化芸術基本法」へと改正、改称された。 
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の源泉の 3 部から構成されている。オーケストラについては、1960 年代前半のアメリカを中心
に述べられており、現在の日本においてそのまま用いることは相応しくない。日本のオーケスト
ラの運営実態に関するものとしては、倉林・松田（1988）が日本のオーケストラとオペラ団体に
ついて、Baumol & Bowen（1966）に類似した研究を行っているが、既に 30 年程経過している。 
近年では、公益社団法人日本オーケストラ連盟の正会員 25 団体を対象として、公益財団法人
アフィニス文化財団 5（2013）によって行われたアンケート調査（23 団体が回答）と、九州大
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9 網羅されている資料がないため、演奏年鑑 2015、日本のプロフェッショナル・オーケストラ年鑑 2015、日本オー
ケストラ連盟ホームページ、各団体ホームページ、公演チラシを基にした。 
また、本研究の対象ではないが、日本のアマチュア・オーケストラの数は 1,000 団体を超える（畑農 2015）。（公
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給制の団体の中には、月額 5 万円程度が固定給とされ、それ以上の報酬は歩合制となっている団体もある。 
12 「寄せ集め」であることが多い。 
13 自主公演のみを NPO 法人が運営したオーケストラもあった。東京ユニバーサル・フィルハーモニー管弦楽団は、
1973 年に創立、1997 年に現名称に改称。2007 年特定非営利活動法人ユニフィル自主公演運営機構を設立し、2011









中原朋哉 Tomoya NAKAHARA 



































19 平成 19 年度の実施率は 68.9％。小学校は 75.4％、中学校 55.3％、高等学校（全日制）73.1％となっている。（社
団法人日本芸能実演家団体協議会 2008『文化庁委嘱調査研究 学校における鑑賞教室等に関する実態調査 調査
報告書 2008 年版』p.22） 
フランスやオーストリアでは、児童・生徒がオーケストラのリハーサルを見学に行くことはあるが、オーケストラ
が学校に出向き、体育館で公演を行うことはないという。ザルツブルク・モーツァルテウム管弦楽団では、過去
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20 これらを定期的に受託している団体にとっては安定した収入源となっており、オーケストラの支援にもつながって








23 浜松市文化振興財団職員へのインタビューによる（2014 年度当時）。 
24 文化施設、及びオーケストラに対するインタビューによる。 
25 静岡県、山梨県、三重県、富山県、岐阜県の文化施設 40 館へのインタビューによる。 
26 次節にて事例を紹介する。 
27 例えば、東京交響楽団は 2015 年 4 月から 2016 年 3 月までの 1 年間、142 公演のうち、自主公演 25 回、共催公演
14 回、依頼公演 103 回となっている。共催公演における利益の配分率、費用の負担比率は不明である。 
静岡文化芸術大学大学 
文化政策研究科 
中原朋哉 Tomoya NAKAHARA 




























費が 800 万円、広報費が 50 万円と、850 万円の費用をかけていた。共催公演になってからは、




とになるが、公演を依頼していた際は、支出 850 万円に対し、200～300 万円のチケットの売り
上げでは、550～650 万円の赤字となるため、250 万円程度の赤字で済ますことができる共催事
業の方がまだ良いという判断であると回答している 29。オーケストラにとっては利益が得られ
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2015 年度に行われた公演については、シンフォニエッタ静岡の負担が 417 万円に対し、静岡
県文化財団は約 21 万円となっている 31。2016 年度に行われた公演については、シンフォニエ
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心に定期演奏会（自主公演）を開催している 33。東京都交響楽団による 2017 年 10 月のサント
リーホールでの定期演奏会において、割引を一切せずに販売した場合、12,769,000 円の収入と
なる 34。 
地方では、より多く聴衆を受け入れるため、800 席ほどのホールで 2 日間に分けて演奏会を実
施している団体もある。年間の支出総額に対して 43.3％35を公的支援に頼っている仙台フィル
ハーモニー管弦楽団の定期演奏会の場合、796 席の会場 36において、同一プログラム 2 回行われ
る公演の全ての座席が割引や招待券を発行することなく完売となった場合 37、7,468,000 円（1
回あたり 3,734,000 円）となる 38。同じく、約 29.6％39を公的支援に頼る山形交響楽団の定期演
奏会（同一プログラム 2 回公演）は、806 席の会場 40が完売となった場合、7,099,600 円（1 回




自治体からの支援を受けていない、シンフォニエッタ静岡の定期公演は、1 回公演 752 席 42が
完売となった場合、4,220,000 円となっている。継続的な公的支援がない状態で、仙台フィルハ
ーモニー管弦楽団や山形交響楽団といったオーケストラよりも費用を大幅に抑えて自主公演を
                                                   
33 1801 席のすみだトリフォニーホールや、3600 席の NHK ホールで開催する団体もある。 
34 実際には割引率の高い定期会員券や学生割引、招待席とする座席もあるため、この額になることは原則としてあり
得ない。 
35 2013 年度日本オーケストラ連盟資料による。 
36 日立システムズホール仙台・コンサートホール（仙台市青年文化センター） 
37 現実的にはほぼ起こりえない。 
38 2017 年 10 月の定期演奏会 
39 2013 年度日本オーケストラ連盟資料による。 
40 山形テルサホール 
41 2017 年 10 月の定期演奏会 
42 静岡県コンベンション・アーツセンター グランシップ中ホール 
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43 シンフォニエッタ静岡に対するインタビューによる。 
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46 オーケストラによる決算報告書等では、管理費とされている場合が多い。 
47 フランスの国立オーケストラの事例による。 
48 2016 年 9 月から 2017 年 8 月までの 1 年間（当地の 1 シーズン）。同楽団楽団員提供の情報による。 
49 2015 年 4 月から 2016 年 3 月までの 1 年間（当地の 1 シーズン）。同楽団ホームページ、年間プログラム、楽団員
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で販売されたとしても、1 公演あたり 350 万円から 1280 万円ほどであるが、支出においては、
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小編成の団体の場合 1 公演あたり少なくとも 250 万円以上、通常のオーケストラは少なくとも












オーケストラの自主公演は、一般的に 2 年程の準備期間を経て実施される。演奏会場を 2～1
年前に予約し、公演の 1 年以上前に会場使用料の 30％を納める 63。同時期に広報費も必要とな








るものもある。そのため、公演終了から 1 年以上支給を待たなければならない場合もある。 
このように、オーケストラの公演には、公演前にかかる費用が多く、1 年以上前から支払う必
要がある一方で、収入は公演後になるものの割合が多く、助成金はすべての支払いが済んだ後に
                                                   




日・祝日の午前午後で 130,500 円と、15 倍以上の差がある。 
61 1 公演の著作権使用料が不要で、全ての曲目の楽譜を購入することが出来る場合は約 9 万円であるが、全てをレン





63 サントリーホール大ホールの平日の午後リハーサル、夜本番の場合、30%の金額は 561,000 円。2017 年 12 月 3 日 
 現在。 
64 1,309,000 円 
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2.6 室内楽 65、アマチュア・オーケストラとの違い 
 本研究では、室内楽やアマチュア・オーケストラは対象としていない。しかし、文化経済学に























                                                   
65 ピアノやヴァイオリンの独奏、チェロとピアノとのデュオ、弦楽四重奏や木管五重奏等、概ね 10 名未満までのも
のをいう。なお、ここで述べるものはプロフェッショナルの演奏家によるものに限る。 
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71 出版社へのインタビューによる。楽譜のレンタル期間が 6 か月の場合、プロの使用日数は概ね 3～4 日間に対し、ア
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1 人あたり、1 日 5 千円程度の報酬で演奏の依頼をされることがある。一方で、オーケストラと

















木・根木 2001，p.45）。この状況は、15 年を経た現在でも変わっていない。 
個人の寄付において、日本では、過去 1 年間に文化芸術活動に関する寄付を行った者の割合
が 9.1%とある 77。また、アメリカと比較するデータによると、GDP に占める寄付（芸術文化以
外を含む）の割合は、アメリカの 1.67%（20 兆 4000 億円）に対し、日本は 0.13%（6300 億円）
と大きな開きがある 78。 
企業等による支援では、日本のオーケストラにおいて安定した民間支援を得ている団体は少




77 2009 年 11 月内閣府「文化に関する世論調査」 
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第 3 章 オーケストラに対する公的支援制度 
 
3.1 オーケストラに対する経済的支援 







対する財政援助を主な目的として、群馬県から 9 万 5 千円、高崎市から 8 千円 87の補助金が交
付されたものが最初である 88。その後、政府によって初めて支援が行われたのは 1961 年、同じ
く群馬交響楽団に対してである。この時は、社会教育法に基づき、文部省社会教育局から補助金
















される教育的貢献の 4 つを根拠としてあげている（Baumol & Bowen1966,訳本 pp.492～500）。
                                                   
85 オーケストラに対する助成金制度を設けている自治体の外郭団体の事例は見られなかった。 
86 当時は群馬フィルハーモニーオーケストラ。 
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文化芸術振興基本法と、同法第 7 条によって制定されている基本方針に基づいている。 
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らの寄付（126 億円）を原資とし、その運用益をもって文化芸術活動に助成を行うものである 96。 
 
政府・基金によるオーケストラに対する支援は、増減することがあるものの、概ね減少傾向に
あり、2009 年度の 19 億 8,328 万円から 2014 年度の 15 億 8,550 万円と、6 年間で約 4 億円削
減されている（表 3-2）97。 
2007 年度から 2014 年度の平均値で見ると、助成金額の多い順に、読売日本交響楽団が 1 億
4929 万円、次いで東京都交響楽団が 1 億 3655 万円、以下、東京フィルハーモニー交響楽団 1
億 2162 万円、新日本フィルハーモニー交響楽団 1 億 1522 万円、東京交響楽団 1 億 442 万円、
日本フィルハーモニー交響楽団 1 億 439 万円、群馬交響楽団 1 億 119 万円となっている（表 3-
                                                   
93 同事業平成 30 年度助成対象活動募集案内より 
94 正式には本文のとおりであるが、一般的な呼称である「芸術文化振興基金」を本論文においても用いる。 
95 日本芸術文化振興会は、その前身が 1966 年 7 月に、国立劇場法に基づき、特殊法人国立劇場として設立された。
国立劇場、国立演芸場、伝統芸能情報館、国立能楽堂、国立文楽劇場、国立劇場おきなわ、新国立劇場を管轄して
いる。1990 年 3 月には、文化芸術活動に対する助成業務が追加され、芸術文化振興基金が設けられた。これによ
り、特殊法人日本芸術文化振興会に改称。2002 年 12 月の独立行政法人日本芸術文化振興会法が公布され、2003
年 10 月に現在の独立行政法人となった。 
96 原資の一部は民間からの寄付であるが、一般的に政府と同等の支援として扱われている。 
97 日本オーケストラ連盟正会員 25 団体に対して。 
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響楽団 13.0％、山形交響楽団 10.3%、新日本フィルハーモニー交響楽団 10.0%、札幌交響楽団
9.7%、関西フィルハーモニー管弦楽団 9.5%、広島交響楽団 9.4%、大阪フィルハーモニー交響





















自治体による支援額の推移は、2009 年度は 50 億 9432 万円から、2014 年度の 48 億 3,782 万
円と約 2 億 5,650 万円の減少と見える（表 3-7）。しかし、ここには橋下知事時代の大阪府によ
る大幅な補助金削減が含まれるため（表 3-8）、大阪府内の 4 団体を除外した 21 団体でみると微
増、微減を繰り返しており、概ね維持されている（表 3-9）。 
大阪の 4 団体への支援は 2007 年度 6 億円、2009 年度 2 億 2800 万円、2014 年度 3900 万円
弱と、8 年間で 93.5％減少している。この大半は、大阪フィルハーモニー交響楽団と大阪府によ
                                                   
98 2007～2014 年度の平均値による。なお、兵庫芸術文化センター管弦楽団は 2008 年度から。京都市交響楽団は、
2008 年度まで市の部局（文化市民局交響楽団）だったため、人件費を含まない数値となっており、比較出来なこ
とから除外している。 
99 2007~2010 年度、2011 年度~2014 年度の平均支援比率、2014 年度の支援率、それらの比較は、（表 3-4）、 
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2007 年度から 2014 年度の平均で、助成金額の多い順に、東京都交響楽団が 10 億 1250 万円、
京都市交響楽団が 6 億 4061 万円、兵庫芸術文化センター管弦楽団は 4 億 745 万円、以下、オー
ケストラ・アンサンブル金沢、群馬交響楽団、仙台フィルハーモニー管弦楽団、名古屋フィルハ
ーモニー交響楽団、九州交響楽団の 5 団体が 3 億 7 千万円から 3 億 3600 万円の助成金を得て
いる（表 3-10）。同じく、オーケストラの年間支出に対して自治体からの支援比率が高いオーケ
ストラは、京都市交響楽団が 64.8%、次いで東京都交響楽団が 57.1%、以下、兵庫芸術文化セン
ター管弦楽団 56.1%となっている。これらはいずれも自治体が主導して設置した団体である 101 
102。以下、群馬交響楽団 47.6％、九州交響楽団 40.4%、オーケストラ・アンサンブル金沢 39.2%、


















                                                   






103 2007~2010 年度、2011 年度~2014 年度の平均支援比率、2014 年度の支援率、それらの比較は、（表 3-11）、（表
3-12）、（表 3-13）を参照されたい。 
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公的支援は、1978 年のプロ化の際に、出捐金として仙台市 10 億円、宮城県 2 億円を拠出し
た。以降継続した支援として、仙台市が 2 百万円／年、宮城県が 4 百万円／年の支援で開始さ
れ、仙台市は 2000 年の 3 億 3 千万円をピークに、以降 3 億円から 3 億 2 千万円の範囲で推移
している。宮城県は、3 千万円から 6 千万円へと次第に増額され、1998~2002 年 5 年間は仙台
フィルハーモニー管弦楽団の経営安定化対策として 1 億円~1 億 2 千万円となった。2003 年以
降は、次第に減額され、2008 年からは 4800 万円となっている 107。 
仙台市は、市長と副市長 108が、都市の魅力としてオーケストラ支援に理解があり、市長は、
「頑張っているところには支援する」という方針である。また、仙台市議会は、2015 年に文化
芸術推進議員連盟を結成し、55 名の議員のうち 50 名が参加した。全議員 55 名分のオープン会














公的支援は、創設された 1972 年から県が、翌 1973 年には山形市によって開始され、現在も
継続されている。 
山形県、山形市それぞれが 4 千万円を拠出していたが、県は、2007 年度から、県と生涯学習
                                                   
106 政府・基金による支援に関しては（表 3-3）を参照されたい。 
107 仙台市提供の資料による。 
108 2016 年 11 月のインタビュー当時。 
109 2016 年 11 月のインタビュー当時。 
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 県からの補助額の推移は、設立初年度である 1988 年度は 6600 万円、1993 年度に 9000 万円、
                                                   
110 補助金と呼ばれているが、運営補助金であり、事実上の交付金である。 
111 河北新報 web 版，2017 年 3 月 28 日 
112 県は学校公演の損失補填のために補助金を拠出しているものではない。 
113 山形交響楽団専務理事 西濱秀樹氏 九州大学 QR プログラムつばさプロジェクト（2017）『次世代に向けた地域
オーケストラの社会・文化的役割とマネジメントの提言』p.26  
114 人口 仙台市約 108 万人、宮城県約 233 万人、山形市約 25 万人、山形県約 110 万人（各自治体のホームページよ
り、2017 年 2 月 7 日閲覧） 
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以降、1998 年度 1 億 3100 万円、2003 年度 1 億 8700 万円、2008 年度 1 億 8300 万円、2013

















活動を行っている。1988 年に設立、1994 年に現名称に変更、2007 年に NPO 法人化している。
楽団員は 38 名 115。静岡県内在住者で構成している。公的支援は、2010 年度から 2013 年度ま





おり、音楽大学を卒業し、職業演奏家として活動している約 100 名が登録されている 119。演奏
会の都度、登録されているメンバーに出演依頼を行い、演奏会を開催している。公的支援は、
2014 年度より静岡県から後述する補助金を得ている 120。浜松市からは、以前、運営費の一部補
助として、年間 200 万円の助成金があったが、100 万円に減額され、2012 年度前後に廃止され
た。 
                                                   
115 内 3 名は準団員（他団体における試用期間と推察される）、2017 年 3 月 30 日現在。 
116 2010 年度 500 万円、2011 年度 950 万円、2012 年度 1276 万円、2013 年度 1500 万円 （公社）日本オーケスト
ラ連盟（2012-2015）『日本のプロフェッショナル・オーケストラ年鑑 2011-2014』。 
117 2015 年度、2016 年度はそれぞれ約 380 万円。 
118 2015 年度は約 452 万円、2016 年度は約 393 万円。 
119 所属する楽団員は非公表。 
120 2014 年度には 3 回の自主公演に対して 416 万円、2015 年度には 3 回の自主公演に対して 95 万 4 千円。 
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社団法人化された。楽団員は 50 名 121。公的支援は、2014 年度のみ静岡県から 122、2016 年度
より芸術文化振興基金から補助金を得ている 123。 
 この 3 つのオーケストラに対する公的支援の事例として、現在、静岡県がこの 3 団体を支援
の対象として設けている「ふじのくに交響楽団公演事業」124について取り上げる。 
静岡県は、2010 年度から「ふじのくに交響楽団公演事業」として県内 3 団体を対象とした補







公演に関連して開催することで、3 団体のいずれも 400～550 万円程度の補助金 127を得て、各
団体の個性を打ち出した事業を実施した。 










                                                   
121 2017 年 3 月 30 日現在。 
122 自主公演 4 回に対して 543 万円。 





楽団」という名称で 3 団体が合同で演奏することを求めた事業である。 
126 県は「音楽プログラム」と称している。 
127 赤字額の 50％までを県が支援する赤字予算型、1 事業あたり上限 145 万円。 
128 この背景について、オーケストラ側は共通して県職員の交代を指摘している。 
129 2016 年 3 月静岡県庁において。 
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次に、運用面における課題として次の 5 つが浮かび上がった。 
第 1 に、理論的根拠による課題がある。これは、政府、自治体の支援に共通する課題である。
現在の第 4 次基本方針には、文化芸術の本質と効用の両面による公共性と、公共性を公共財性















中原朋哉 Tomoya NAKAHARA 



































                                                   
137 例えば、指定管理者制度において、経費の削減だけが主な目的となった自治体が多いことからもいえる。 
138 プロフェッショナルの吹奏楽団である大阪市音楽団。 
139 大阪市音楽団は、市の直営であった。2012 年度に廃止の方針が示され、2013 年 11 月の市議会で可決、2013 年度
末に廃止された。廃止前に一般社団法人が設立され 2014 年度から事業を引き継いだ。 
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次に、支援の結果における課題として次の 2 つが浮かび上がった。 
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第 4 章 公的支援の新しいアプローチ：需要者支援制度 
 
4.1 需要者に対する公的支援制度について 
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先行研究（田中 2007）では、3 つの事例が紹介されている。1972 年開始されたニューヨーク




カ ウ ン シ ル
による事例は、1981 年に廃止された。第 3 に、25 歳以下の
若者の演劇料金補助のために政府がバウチャー制度を導入したデンマークの事例が紹介されて
いるが、近年の動向は不明である。 
ニューヨークの TDF は 1972 年から現在まで 45 年以上継続されており、ボウモルもその機
能について評価している（Baumol1979, p.56）。TDF の制度では、需要者が劇団の公演に対し 1
ドルのバウチャーを利用すると、劇団は TDF からの支援金 1.5 ドルを加えた 2.5 ドルが得られ
                                                   
144 文化経済学の大御所といわれるスロスビーによるこの批判によって、研究者の間で「バウチャーの実施は技術的に
困難である」と言われるようになった可能性は考えられないだろうか。 
145 静岡県が 2016 年度に募集、採用した「オリンピック・パラリンピック文化プログラム プログラム・コーディネ
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ポート（Cultureel Jongeren Paspoort）」を発行している 146。コンサートや演劇、博物館、映画
の入場料の補助、DVD、雑誌、衣類、旅行、健康保険の割引を受けることができる。これに加
え、2008 年から 2012 年までの 5 年間、12~18 歳までの中等教育を受ける全ての学生に対して、
電子システムによる「文化カード」を配布した。カードは年間 15 ユーロまで使用できるように
なっており、毎年 1550 万ユーロの予算が政府から拠出された 147。 
マルタにおいては、約 15,000 人の若者を対象とした文化パスが 2011 年に導入された。年間
15 ユーロが与えられ、クラシック、ポップスのコンサートや演劇、展覧会、アートフェスティ
バル、バレエ、オペラ、映画等に利用することができる。また、学校の授業の一環として鑑賞す
る場合にも利用することができる。なお、2017 年 1 月からは、マルタ芸術評議会と政府の文化
部が共同で、少なくとも年間 1 つ以上芸術に触れるプログラムが導入された。 
フランスでは、アンジェ、リヨン、ポワティエ、ディジョン、ストラスブール、ルーアン、ボ
ルドーといった都市において文化カード（Carte culture，Pass culture など）が発行されてい
る。これらは、市町村（commune）や県（département）、地域圏（région）によって設けられ
ている。制度や名称は地域によって異なるが、多くは 12 歳から 25 歳前後までの若者を対象と
しており、無料、または年間数ユーロから 15 ユーロ程度の文化カードを購入することで、コン
サートやオペラ、映画、美術館などが割引または無料で楽しむことができるものとなっている。
特にアルザス地方 148においては、20 年以上この制度が維持されている。 
 
                                                   
146 導入時期は不明。 
147 2013 年以降の詳細は明らかではない。 
148 2015 年までのアルザス地域圏。2016 年からのアルザス・シャンパーニュ＝アルデンヌ・ロレーヌ地域圏の一部。 
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ラム観覧料全額（年間 1 人 5 万ウォンまで，約 5,000 日本円 149）の支援を行っている。バウチ
ャーの利用には、会員になる必要がある。会員は、個人会員と団体会員、準会員と正会員に区別
される。加入すると準会員として資格が付与される。正会員（低所得層）と認証されるまではバ
ウチャーの利用ができない。正会員は、さらに、障害者、児童（満 1 歳～13 歳以下）、青少年（14
歳以上 19 歳未満）、老人（65 歳以上）、一般（上記以外の全て）に分けられる。また、障害者、

















                                                   
149 1 ウォン＝0.10 日本円として。 
150 韓国政府文化体育観光部資料による。 
151 2010 年 8 月 23 日 KBS 第 1 ラジオにおける演説より。 
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利用限度額は、1 世帯 1 枚の場合 10 万ウォン、子供たちが各 1 枚所持する場合は 1 世帯最大 5
枚で各 5 万ウォン。対象者は 144 万人を見込んでいる（2014 年）。翌年度への持ち越し、現金














がある。この文化カードは、65 歳以上は無料で入手できる。25 歳未満は年間 5 ユーロ、25 歳












                                                   
152 「ヌリ」とは、享受する、楽しむという意。東亜日報では「統合文化利用券」と訳している。 
153 La carte toulouse cultures 
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象に、還付金制度を設けた（日本経済新聞 1998 年 6 月 8 日夕刊，p.17）。 
飯舘村による芸術鑑賞補助金事業は、都民半額観劇会、俳優座劇場が日を限定して半額にして
いたものを参考に設けられた。「芸術鑑賞奨励事業（ハーフチケット事業）」という名称により、











との名称で 1998 年 4 月に開始。2009 年度で終了した。対象者は村の住民としており、2004 年
11 月 1 日に会津若松市と合併した後は、北会津町民（旧北会津村村民、年齢制限なし）を対象
としていた。コンサートや美術館などの場合は 1 人あたり 4 千円以上、スポーツの場合は 1 人
当たり 3 千円以上の入場料のものが補助の対象となった。補助額は、5 千円まで、または入場料
の 1/2 の額のいずれか低い方を補助。1 人年間 2 回まで利用することが出来た。補助金交付にあ
たっては、入場券の半券、交付申請書及び請求書の提出を必要とした。年間 50 万円の予算措置
をして、毎年 60～70 件の申請があった。合併後は北会津公民館がこの事業を引き継いだ。 
 









                                                   
154 1998 年 6 月当時 
155 2017 年 5 月までに 153 回開催され、半額券は 1,111,563 枚が提供された。 
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第 5 章 結論：より良いオーケストラへの公的支援に向けて 
 
5.1 公的支援制度のあるべき姿 －ハイブリッド型公的支援制度の可能性－ 



























                                                   
156 「芸術評議会」と訳されることが多い。 
157 検討されているとしても、それらが表には出てきている状況ではない。 
158 BBC News 20.oct.2010  http://www.bbc.co.uk/news/entertainment-arts-11582070 
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の向上や多様化が期待できるだろう（Cultural Policy and Management Research Centre in 
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 5.1.3 ハイブリッド型公的支援制度の可能性 
以上のように、オーケストラに関する公的支援は、供給者支援制度と需要者支援制度のいずれ
か一方のみを用いるのではなく、両制度を適切に配分して併用するハイブリッド型を実現する
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165 芸術文化振興基金平成 30 年度助成対象活動募集案内－その 1‐ p.12 
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ている（梶山 2016, pp.196-197）。 
静岡県では、東日本大震災（2011 年）や熊本地震（2016 年）を受け、「心の防災」という、
災害時の精神医療の必要性が求められるとし、2017 年度から災害派遣精神医療チームの養成に





                                                   
166 約 6 年半の間で 700 回を超えるコンサートを提供されてきた。2017 年 12 月 4 日現在。 
167 静岡新聞 2017 年 7 月 9 日、p.29 
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Monsieur Pascal VERROT（指揮者、仙台フィルハーモニー管弦楽団常任指揮者） 
秋山和慶先生（指揮者、東京交響楽団桂冠指揮者） 
井上道義先生（指揮者、オーケストラ・アンサンブル金沢音楽監督） 








一般社団法人愛知室内オーケストラ 事務局 高木悠子様 
認定 NPO 法人中部フィルハーモニー交響楽団 ファウンダー佐藤宏様、ヴァイオリニスト加藤恵子様 
特定非営利活動法人浜松フィルハーモニー管弦楽団 小林昌史様 
特定非営利活動法人静岡交響楽団 専務理事 前田衛様 








音楽の力による復興センター・東北 コーディネーター 伊藤み弥様、事務局長 渡邊兼光様 
山形市企画調整部文化振興課 課長補佐 杉本肇様、文化振興係長 佐藤真様 
山形県企画振興部県民文化課 文化振興主査 大山智子様 
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（表 2-1） オーケストラの演奏収入と年間支出、収入率 





正会員 演奏収入 年間支出 不足額
支出に対する
収入の割合
札幌交響楽団 563,054¥ 1,011,577¥ -448,523¥ 55.7%
仙台フィル 360,362¥ 917,454¥ -557,092¥ 39.3%
山形交響楽団 261,246¥ 447,661¥ -186,415¥ 58.4%
群馬交響楽団 299,271¥ 801,695¥ -502,424¥ 37.3%
NHK交響楽団 1,290,073¥ 2,840,401¥ -1,550,328¥ 45.4%
新日本フィル 744,939¥ 1,071,378¥ -326,439¥ 69.5%
東京交響楽団 1,071,052¥ 1,349,710¥ -278,658¥ 79.4%
東京シティ・フィル 317,705¥ 342,207¥ -24,502¥ 92.8%
東京都交響楽団 540,440¥ 1,716,031¥ -1,175,591¥ 31.5%
東京ニューシティ 222,614¥ 261,329¥ -38,715¥ 85.2%
東京フィル 1,505,275¥ 1,712,870¥ -207,595¥ 87.9%
日本フィル 1,006,964¥ 1,337,486¥ -330,522¥ 75.3%
読売日本交響楽団 668,433¥ 2,238,638¥ -1,570,205¥ 29.9%
神奈川フィル 427,279¥ 748,182¥ -320,903¥ 57.1%
オーケストラ・アンサンブル金沢 338,276¥ 827,409¥ -489,133¥ 40.9%
セントラル愛知 169,300¥ 194,603¥ -25,303¥ 87.0%
名古屋フィル 476,211¥ 1,048,448¥ -572,237¥ 45.4%
京都市交響楽団 190,917¥ 1,032,835¥ -841,918¥ 18.5%
大阪交響楽団 378,601¥ 451,932¥ -73,331¥ 83.8%
大阪フィル 536,941¥ 975,309¥ -438,368¥ 55.1%
関西フィル 387,258¥ 490,544¥ -103,286¥ 78.9%
日本センチュリー 295,005¥ 753,799¥ -458,794¥ 39.1%
兵庫芸術文化センター管 245,151¥ 711,964¥ -466,813¥ 34.4%
広島交響楽団 348,411¥ 741,067¥ -392,656¥ 47.0%
九州交響楽団 341,789¥ 785,133¥ -443,344¥ 43.5%
合計／平均 12,986,567¥ 24,809,662¥ -11,823,095¥ 52.3%
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演奏年鑑 2015、日本のプロフェッショナル・オーケストラ年鑑 2015、日本オーケストラ連盟ホームページ、 
各団体ホームページ・公演チラシより筆者作成（2017 年 12 月 3 日現在） 
団体名 法人格 拠点 備考
1 札幌交響楽団 公益財団 北海道
2 仙台フィルハーモニー管弦楽団 公益財団 宮城
3 山形交響楽団 公益社団 山形 山形交響楽協会
4 群馬交響楽団 公益財団 群馬
5 NHK交響楽団 公益財団 東京
6 新日本フィルハーモニー交響楽団 公益財団 東京
7 東京交響楽団 公益財団 東京
8 東京シティ・フィルハーモニック管弦楽団 一般財団 東京
9 東京都交響楽団 公益財団 東京
10 東京ニューシティ管弦楽団 一般社団 東京
11 東京フィルハーモニー交響楽団 公益財団 東京
12 日本フィルハーモニー交響楽団 公益財団 東京
13 読売日本交響楽団 公益財団 東京
14 神奈川フィルハーモニー管弦楽団 公益財団 神奈川
15 オーケストラ・アンサンブル金沢 公益財団 石川 石川県音楽文化振興事業団
16 セントラル愛知交響楽団 一般社団 愛知
17 名古屋フィルハーモニー交響楽団 公益財団 愛知
18 京都市交響楽団 公益財団 京都 京都市音楽芸術文化振興財団
19 大阪交響楽団 一般社団 大阪
20 大阪フィルハーモニー交響楽団 公益財団 大阪
21 関西フィルハーモニー管弦楽団 ＮＰＯ 大阪
22 日本センチュリー交響楽団 公益財団 大阪
23 兵庫芸術文化センター管弦楽団 公益財団 兵庫 兵庫県芸術文化協会　兵庫県立芸術文化センターの運営
24 広島交響楽団 公益社団 広島 広島交響楽協会
25 九州交響楽団 公益財団 福岡
団体名 法人格 拠点 備考
26 千葉交響楽団 公益財団 千葉
27 藝大フィルハーモニア管弦楽団 大学付属 東京
28 東京ユニバーサル・フィルハーモニー管弦楽団 一般社団 東京
29 静岡交響楽団 ＮＰＯ 静岡
30 中部フィルハーモニー交響楽団 ＮＰＯ 愛知
31 京都フィルハーモニー室内合奏団 ＮＰＯ 京都
32 ザ・カレッジ・オペラハウス管弦楽団 大学付属 大阪
33 テレマン室内オーケストラ 一般社団 大阪 日本テレマン協会
34 奈良フィルハーモニー管弦楽団 ＮＰＯ 奈良
35 岡山フィルハーモニック管弦楽団 公益財団 岡山 （公財）岡山シンフォニーホール
36 瀬戸フィルハーモニー交響楽団 公益社団 香川
団体名 法人格 拠点 備考
37 水戸室内管弦楽団 公益財団 茨城 水戸市芸術振興財団／水戸芸術館専属
38 紀尾井室内管弦楽団 公益財団 東京 新日鉄住金文化財団／紀尾井ホール専属
39 トウキョウ・ミタカ・フィルハーモニア 公益財団 東京 三鷹市スポーツと文化財団／三鷹市芸術文化センター専属
40 東京室内管弦楽団 一般社団 東京
41 東京シンフォニエッタ 一般社団 東京
42 バッハ・コレギウム・ジャパン 任意 東京
43 東京ニューフィルハーモニック管弦楽団 任意 東京
44 アールレスピラン 任意 東京
45 アンサンブル of トウキョウ 民間 東京 有限会社オフィス・ジュピター
46 横浜シンフォニエッタ 一般社団 神奈川
47 シンフォニエッタ 静岡 一般社団 静岡
48 浜松フィルハーモニー管弦楽団 ＮＰＯ 静岡
49 愛知室内オーケストラ 一般社団 愛知
50 サイトウ・キネン・オーケストラ 公益財団 長野
51 ナガノ・チェンバー・オーケストラ 一般財団 長野 長野市文化芸術振興財団／長野市芸術館専属
52 シンフォニア・コレギウムOSAKA 一般社団 大阪
53 いずみシンフォニエッタ大阪 一般財団 大阪 住友生命福祉文化財団／いずみホール専属
54 神戸市室内合奏団 公益財団 兵庫 神戸市民文化財団演奏部
55 OMURA室内合奏団 認定NPO 長崎
56 琉球交響楽団 ＮＰＯ 沖縄
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    演奏年鑑 2015、日本のプロフェッショナル・オーケストラ年鑑 2015、日本オーケストラ連盟ホームページ、 




N 響＝NHK 交響楽団 都響＝東京都交響楽団 新日＝新日本フィルハーモニー交響楽団 
東響＝東京交響楽団 













S A B C D　(P) 学生／Ｅ 会場 備考
Ｎ響 ¥1,400 ¥1,200 ¥1,000 東京文化
都響 ¥700 ¥500 ¥400 ¥300 東京文化
新日 ¥2,500 ¥2,000 東京文化 小澤征爾
東響
Ｎ響 ¥2,700 ¥2,400 ¥2,100 ¥1,800 東京文化
都響 ¥1,700 ¥1,400 ¥1,000 東京文化
新日 ¥3,000 ¥2,500 ¥2,000 東京文化
東響 ¥2,200 ¥1,800 ¥1,400 ¥1,000 東京文化
Ｎ響 ¥5,000 ¥4,500 ¥4,200 ¥3,500 ¥2,500 ＮＨＫホール
都響 ¥3,000 ¥2,700 ¥2,200 ¥1,500 東京文化
新日 ¥4,000 ¥3,000 ¥2,000 東京文化
東響 ¥3,800 ¥3,000 ¥2,500 ¥2,000 ¥1,500 東京文化
Ｎ響 ¥5,000 ¥4,500 ¥4,000 ¥3,500 ¥2,500 ＮＨＫホール
都響 ¥3,600 ¥3,000 ¥2,300 東京文化
新日 ¥7,000 ¥5,000 ¥4,000 東京文化 メニューイン
東響 ¥4,000 ¥3,000 ¥2,500 ¥2,000 ¥1,600 東京文化
1987年2月 新日 ¥5,000 ¥4,000 ¥3,000 東京文化 （参考）
Ｎ響 ¥7,000 ¥6,000 ¥5,000 ¥4,000 ＮＨＫホール
都響 ¥5,000 ¥4,000 ¥3,000 東京文化
新日 ¥7,000 ¥6,000 ¥5,000 ¥4,000 オーチャード
東響 ¥8,000 ¥6,000 ¥5,000 ¥4,000 オーチャード （参考）
1992年2月 東響 ¥6,000 ¥5,000 ¥4,000 ¥3,000 オーチャード
Ｎ響 ¥8,000 ¥6,800 ¥4,500 ¥3,400 ¥1,500 ＮＨＫホール
都響 ¥6,000 ¥5,000 ¥4,000 ¥3,000 東京文化
新日 ¥8,000 ¥7,000 ¥6,000 ¥5,000 サントリー
東響 ¥8,000 ¥7,000 ¥6,000 ¥5,000 サントリー
Ｎ響 ¥8,800 ¥7,300 ¥5,700 ¥4,600 ¥3,600 サントリー
都響 ¥7,500 ¥6,500 ¥5,500 ¥4,500 ¥3,500 サントリー
新日 ¥8,000 ¥7,000 ¥5,500 ¥4,500 ¥4,000 サントリー
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ジマネージャー等のスタッフは 10 名とする。 
仙台フィルハーモニー管弦楽団、Japan arts（音楽事務所）、AMATI（音楽事務所）ホーム―ページ（いずれも 2016 年




  出典：日本のプロフェッショナル・オーケストラ年鑑 2015 
 
（表 3-2）文化庁・芸術文化振興基金からの補助金（日本オーケストラ連盟加入 正会員 25 団体） 
 
日本オーケストラ連盟（2009-2016）『日本のプロフェッショナル・オーケストラ年鑑 2008-2015』をもとに筆者作成 
プラチナ/SS S A B C D／Ｐ
依頼 KAJIMOTO 4月16日 （参考）　Ｍ．ポリーニ　（ピアノ独奏） 1名 32,000¥ 27,000¥ 23,000¥ 19,000¥ 14,000¥ 
依頼 Ｊａｐａｎ　Ａｒｔｓ 5月30日 テミルカーノフ／諏訪内／サンクトペテルブルク響 99名 20,500¥ 17,200¥ 12,900¥ 9,700¥ 6,400¥ 
依頼 Ｊａｐａｎ　Ａｒｔｓ 6月2日 テミルカーノフ／サンクトペテルブルク響 110名 17,200¥ 14,000¥ 10,200¥ 8,100¥ 5,000¥ 
依頼 KAJIMOTO 6月3日 ネゼ＝セガン／五嶋龍／フィラデルフィア管 90名 35,000¥ 30,000¥ 25,000¥ 20,000¥ 15,000¥ 10,000¥ 
依頼 ＡＭＡＴＩ 11月21日 M.T.トーマス／サンフランシスコs.o. 108名 23,000¥ 20,000¥ 17,000¥ 14,000¥ 9,000¥ 
自主 仙台フィル 4月17日 ヴェロ／仙台フィル　東京公演 95名 6,500¥ 5,500¥ 4,500¥ 
自主 東京交響楽団 7月16日 ノット／東京交響楽団　定期642 102名 9,000¥ 7,000¥ 6,000¥ 4,000¥ 2,500¥ 






























2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年
¥1,887,906 ¥1,839,346 ¥1,983,282 ¥1,778,278 ¥1,759,721 ¥1,499,530 ¥1,691,416 ¥1,585,504
静岡文化芸術大学大学 
文化政策研究科 
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（表 3-3） 政府・基金からの助成額の推移と平均値、年間支出の平均値、支援比率（8 年間） 
（2007 年度~2014 年度 日本オーケストラ連盟正会員 25 団体） 
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（日本オーケストラ連盟正会員 25 団体） 





（2014 年度 日本オーケストラ連盟正会員 25 団体） 
 
『日本のプロフェッショナル・オーケストラ年鑑 2015』をもとに筆者作成 
団体名 助成額の平均 支出の平均 支援比率
札幌交響楽団 102,154¥      1,015,688¥ 10.1%
仙台フィル 69,287¥        936,443¥ 7.4%
山形交響楽団 46,702¥        444,025¥ 10.5%
群馬交響楽団 96,810¥        766,722¥ 12.6%
NHK交響楽団 7,500¥         2,875,083¥ 0.3%
新日本フィル 116,289¥      1,190,060¥ 9.8%
東京交響楽団 109,168¥      1,338,335¥ 8.2%
東京シティ・フィル 41,592¥        436,729¥ 9.5%
東京都交響楽団 170,398¥      1,815,175¥ 9.4%
東京ニューシティ 18,584¥        398,052¥ 4.7%
東京フィル 123,698¥      1,894,740¥ 6.5%
日本フィル 102,686¥      1,305,870¥ 7.9%
読売日本交響楽団 178,329¥      2,147,780¥ 8.3%
神奈川フィル 48,306¥        698,305¥ 6.9%
オーケストラ・アンサンブル金沢 99,441¥        1,043,650¥ 9.5%
セントラル愛知 22,666¥        282,935¥ 8.0%
名古屋フィル 93,311¥        1,182,625¥ 7.9%
京都市交響楽団 62,210¥        1,056,363¥ 5.9%
大阪交響楽団 47,209¥        502,525¥ 9.4%
大阪フィル 105,313¥      1,041,082¥ 10.1%
関西フィル 49,291¥        494,577¥ 10.0%
日本センチュリー 47,850¥        780,371¥ 6.1%
兵庫芸術文化センター管 37,208¥        714,502¥ 5.2%
広島交響楽団 57,434¥        715,302¥ 8.0%
九州交響楽団 59,175¥        868,688¥ 6.8%
（単位：千円）
団体名 助成額の平均 支出の平均 支援比率
札幌交響楽団 94,425¥        1,010,674¥ 9.3%
仙台フィル 61,700¥        935,476¥ 6.6%
山形交響楽団 50,739¥        500,938¥ 10.1%
群馬交響楽団 105,575¥      794,003¥ 13.3%
NHK交響楽団 12,032¥        2,973,448¥ 0.4%
新日本フィル 114,150¥      1,107,080¥ 10.3%
東京交響楽団 99,675¥        1,232,184¥ 8.1%
東京シティ・フィル 28,925¥        364,353¥ 7.9%
東京都交響楽団 102,700¥      1,732,246¥ 5.9%
東京ニューシティ 13,508¥        322,908¥ 4.2%
東京フィル 119,550¥      1,797,111¥ 6.7%
日本フィル 106,090¥      1,297,797¥ 8.2%
読売日本交響楽団 120,243¥      2,125,426¥ 5.7%
神奈川フィル 44,225¥        756,976¥ 5.8%
オーケストラ・アンサンブル金沢 47,335¥        859,159¥ 5.5%
セントラル愛知 8,843¥         218,999¥ 4.0%
名古屋フィル 84,050¥        1,011,201¥ 8.3%
京都市交響楽団 76,450¥        954,331¥ 8.0%
大阪交響楽団 34,650¥        470,703¥ 7.4%
大阪フィル 78,050¥        940,127¥ 8.3%
関西フィル 45,625¥        504,687¥ 9.0%
日本センチュリー 56,759¥        684,853¥ 8.3%
兵庫芸術文化センター管 4,895¥         734,577¥ 0.7%
広島交響楽団 80,000¥        751,429¥ 10.6%
九州交響楽団 43,850¥        795,471¥ 5.5%
（単位：千円）
団体名 助成額 支出額 支援比率
札幌交響楽団 95,900¥ 1,011,577¥ 9.5%
仙台フィル 64,600¥ 917,454¥ 7.0%
山形交響楽団 54,337¥ 447,661¥ 12.1%
群馬交響楽団 101,200¥ 801,695¥ 12.6%
NHK交響楽団 10,126¥ 2,840,401¥ 0.4%
新日本フィル 113,100¥ 1,071,378¥ 10.6%
東京交響楽団 102,600¥ 1,349,710¥ 7.6%
東京シティ・フィル 26,600¥ 342,207¥ 7.8%
東京都交響楽団 90,300¥ 1,716,031¥ 5.3%
東京ニューシティ 13,300¥ 261,329¥ 5.1%
東京フィル 95,000¥ 1,712,870¥ 5.5%
日本フィル 121,184¥ 1,337,486¥ 9.1%
読売日本交響楽団 125,471¥ 2,238,638¥ 5.6%
神奈川フィル 45,500¥ 748,182¥ 6.1%
オーケストラ・アンサンブル金沢 56,380¥ 827,409¥ 6.8%
セントラル愛知 6,371¥ 194,603¥ 3.3%
名古屋フィル 80,400¥ 1,048,448¥ 7.7%
京都市交響楽団 86,400¥ 1,032,835¥ 8.4%
大阪交響楽団 25,100¥ 451,932¥ 5.6%
大阪フィル 64,700¥ 975,309¥ 6.6%
関西フィル 41,800¥ 490,544¥ 8.5%
日本センチュリー 51,135¥ 753,799¥ 6.8%
兵庫芸術文化センター管 3,000¥ 711,964¥ 0.4%
広島交響楽団 76,800¥ 741,067¥ 10.4%
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（表 3-7）自治体からの助成額（日本オーケストラ連盟 正会員 25 団体全体の額） 
 
『日本のプロフェッショナル・オーケストラ年鑑 2008-2015』をもとに筆者作成 
筆者注：2007～2008 年度には京都市交響楽団の人件費が含まれていないため、2009 年度に増額したように見える。 
 









札幌交響楽団 10.1% 9.3% 9.5%
仙台フィル 7.4% 6.6% 7.0%
山形交響楽団 10.5% 10.1% 12.1%
群馬交響楽団 12.6% 13.3% 12.6%
NHK交響楽団 0.3% 0.4% 0.4%
新日本フィル 9.8% 10.3% 10.6%
東京交響楽団 8.2% 8.1% 7.6%
東京シティ・フィル 9.5% 7.9% 7.8%
東京都交響楽団 9.4% 5.9% 5.3%
東京ニューシティ 4.7% 4.2% 5.1%
東京フィル 6.5% 6.7% 5.5%
日本フィル 7.9% 8.2% 9.1%
読売日本交響楽団 8.3% 5.7% 5.6%
神奈川フィル 6.9% 5.8% 6.1%
アンサンブル金沢 9.5% 5.5% 6.8%
セントラル愛知 8.0% 4.0% 3.3%
名古屋フィル 7.9% 8.3% 7.7%
京都市交響楽団 5.9% 8.0% 8.4%
大阪交響楽団 9.4% 7.4% 5.6%
大阪フィル 10.1% 8.3% 6.6%
関西フィル 10.0% 9.0% 8.5%
日本センチュリー 6.1% 8.3% 6.8%
兵庫芸術文化センター管 5.2% 0.7% 0.4%
広島交響楽団 8.0% 10.6% 10.4%
九州交響楽団 6.8% 5.5% 4.4%
2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年
¥4,280,444 ¥4,648,038 ¥5,094,316 ¥4,997,964 ¥4,866,301 ¥4,896,226 ¥4,852,173 ¥4,837,816 （単位：千円）
2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年
大阪交響楽団 5,400¥ 6,500¥ 5,500¥ 5,500¥ 5,500¥ 1,950¥ 2,000¥ 200¥ 
大阪フィル 177,914¥ 173,000¥ 110,000¥ 110,000¥ 110,000¥ 100,000¥ 78,000¥ 37,814¥ 
関西フィル 3,500¥ 2,600¥ 2,600¥ 1,500¥ 1,500¥ 300¥ -¥ -¥ 
日本センチュリー 413,182¥ 390,000¥ 110,000¥ 110,000¥ -¥ -¥ 200¥ 708¥ 
合計 599,996¥ 572,100¥ 228,100¥ 227,000¥ 117,000¥ 102,250¥ 80,200¥ 38,722¥ （単位：千円）
2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年
¥3,680,448 ¥4,075,938 ¥4,866,216 ¥4,770,964 ¥4,749,301 ¥4,793,976 ¥4,771,973 ¥4,799,094 （単位：千円）
静岡文化芸術大学大学 
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（表 3-10）自治体からの助成額の推移と平均値、年間支出の平均値、支援比率（8 年間） 
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（日本オーケストラ連盟正会員 25 団体） 




（表 3-12）自治体からの助成額と年間支出、支援比率（2014 年度 日本オーケストラ連盟正会員 25 団体） 
 
『日本のプロフェッショナル・オーケストラ年鑑 2015』をもとに筆者作成 
団体名 助成額の平均 支出の平均 支援比率
札幌交響楽団 273,035¥      1,015,688¥ 26.9%
仙台フィル 360,500¥      936,443¥ 38.5%
山形交響楽団 92,791¥        444,025¥ 20.9%
群馬交響楽団 377,355¥      766,722¥ 49.2%
NHK交響楽団 -¥               2,875,083¥ 0.0%
新日本フィル 40,268¥        1,190,060¥ 3.4%
東京交響楽団 925¥           1,338,335¥ 0.1%
東京シティ・フィル -¥               436,729¥ 0.0%
東京都交響楽団 975,000¥      1,815,175¥ 53.7%
東京ニューシティ -¥               398,052¥ 0.0%
東京フィル -¥               1,894,740¥ 0.0%
日本フィル 1,000¥         1,305,870¥ 0.1%
読売日本交響楽団 -¥               2,147,780¥ 0.0%
神奈川フィル 263,400¥      698,305¥ 37.7%
オーケストラ・アンサンブル金沢 377,111¥      1,043,650¥ 36.1%
セントラル愛知 18,117¥        282,935¥ 6.4%
名古屋フィル 361,996¥      1,182,625¥ 30.6%
京都市交響楽団 638,487¥      1,056,363¥ 60.4%
大阪交響楽団 5,725¥         502,525¥ 1.1%
大阪フィル 142,729¥      1,041,082¥ 13.7%
関西フィル 2,550¥         494,577¥ 0.5%
日本センチュリー 255,796¥      780,371¥ 32.8%
兵庫芸術文化センター管 361,599¥      714,502¥ 50.6%
広島交響楽団 278,952¥      715,302¥ 39.0%
九州交響楽団 337,500¥      868,688¥ 38.9%
（単位：千円）
団体名 助成額の平均 支出の平均 支援比率
札幌交響楽団 260,000¥      1,010,674¥ 25.7%
仙台フィル 361,729¥      935,476¥ 38.7%
山形交響楽団 87,075¥        500,938¥ 17.4%
群馬交響楽団 365,904¥      794,003¥ 46.1%
NHK交響楽団 -¥               2,973,448¥ 0.0%
新日本フィル 40,698¥        1,107,080¥ 3.7%
東京交響楽団 -¥               1,232,184¥ 0.0%
東京シティ・フィル -¥               364,353¥ 0.0%
東京都交響楽団 1,050,000¥    1,732,246¥ 60.6%
東京ニューシティ -¥               322,908¥ 0.0%
東京フィル -¥               1,797,111¥ 0.0%
日本フィル -¥               1,297,797¥ 0.0%
読売日本交響楽団 -¥               2,125,426¥ 0.0%
神奈川フィル 236,078¥      756,976¥ 31.2%
オーケストラ・アンサンブル金沢 368,023¥      859,159¥ 42.8%
セントラル愛知 14,809¥        218,999¥ 6.8%
名古屋フィル 348,182¥      1,011,201¥ 34.4%
京都市交響楽団 641,666¥      954,331¥ 67.2%
大阪交響楽団 2,413¥         470,703¥ 0.5%
大阪フィル 81,454¥        940,127¥ 8.7%
関西フィル 450¥           504,687¥ 0.1%
日本センチュリー 227¥           684,853¥ 0.0%
兵庫芸術文化センター管 441,836¥      734,577¥ 60.1%
広島交響楽団 228,588¥      751,429¥ 30.4%
九州交響楽団 334,000¥      795,471¥ 42.0%
（単位：千円）
団体名 助成額 支出額 支援比率
札幌交響楽団 260,000¥ 1,011,577¥ 25.7%
仙台フィル 362,216¥ 917,454¥ 39.5%
山形交響楽団 79,197¥ 447,661¥ 17.7%
群馬交響楽団 368,228¥ 801,695¥ 45.9%
NHK交響楽団 -¥ 2,840,401¥ 0.0%
新日本フィル 39,200¥ 1,071,378¥ 3.7%
東京交響楽団 -¥ 1,349,710¥ 0.0%
東京シティ・フィル -¥ 342,207¥ 0.0%
東京都交響楽団 1,050,000¥ 1,716,031¥ 61.2%
東京ニューシティ -¥ 261,329¥ 0.0%
東京フィル -¥ 1,712,870¥ 0.0%
日本フィル -¥ 1,337,486¥ 0.0%
読売日本交響楽団 -¥ 2,238,638¥ 0.0%
神奈川フィル 235,711¥ 748,182¥ 31.5%
オーケストラ・アンサンブル金沢 367,548¥ 827,409¥ 44.4%
セントラル愛知 9,921¥ 194,603¥ 5.1%
名古屋フィル 348,182¥ 1,048,448¥ 33.2%
京都市交響楽団 676,496¥ 1,032,835¥ 65.5%
大阪交響楽団 200¥ 451,932¥ 0.0%
大阪フィル 37,814¥ 975,309¥ 3.9%
関西フィル -¥ 490,544¥ 0.0%
日本センチュリー 708¥ 753,799¥ 0.1%
兵庫芸術文化センター管 438,395¥ 711,964¥ 61.6%
広島交響楽団 230,000¥ 741,067¥ 31.0%
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2017 年 12 月 25 日 
2007-2010 2011-2014
4年平均 4年平均 2014年
札幌交響楽団 26.9% 25.7% 25.7%
仙台フィル 38.5% 38.7% 39.5%
山形交響楽団 20.9% 17.4% 17.7%
群馬交響楽団 49.2% 46.1% 45.9%
NHK交響楽団 0.0% 0.0% 0.0%
新日本フィル 3.4% 3.7% 3.7%
東京交響楽団 0.1% 0.0% 0.0%
東京シティ・フィル 0.0% 0.0% 0.0%
東京都交響楽団 53.7% 60.6% 61.2%
東京ニューシティ 0.0% 0.0% 0.0%
東京フィル 0.0% 0.0% 0.0%
日本フィル 0.1% 0.0% 0.0%
読売日本交響楽団 0.0% 0.0% 0.0%
神奈川フィル 37.7% 31.2% 31.5%
アンサンブル金沢 36.1% 42.8% 44.4%
セントラル愛知 6.4% 6.8% 5.1%
名古屋フィル 30.6% 34.4% 33.2%
京都市交響楽団 60.4% 67.2% 65.5%
大阪交響楽団 1.1% 0.5% 0.0%
大阪フィル 13.7% 8.7% 3.9%
関西フィル 0.5% 0.1% 0.0%
日本センチュリー 32.8% 0.0% 0.1%
兵庫芸術文化センター管 50.6% 60.1% 61.6%
広島交響楽団 39.0% 30.4% 31.0%
九州交響楽団 38.9% 42.0% 42.5%
